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我が国の子供・教員をめぐる
現状と課題
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平成７年度 平成２８年度

○ 今日、学校が抱える課題は複雑化・困難化している状況。

不登校児童生徒の割合 日本語指導が必要な外国人児童生徒数
小学校 中学校

通級による指導を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍する

児童生徒数（国・公・私立計）

(注) ・平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍する児
童生徒数を合計した数字

・平成５年度と最新の年度を比較

(注) ・要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、準要保
護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ずる程度に困
窮している者をいう。

・調査開始年度と最新の年度を比較

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

小学校 中学校

平成５年度 令和元年度

３．３倍

小学校・小学部

平成５年度 令和元年度

２．３倍

中学校・中学部

１．５倍

要保護

平成７年度 平成２８年度

１．９倍

準要保護

特別支援学級
45,650人

特別支援学級
199,564人 8.7

万人

12.9

万人
130.3

万人

特別支援学校

29,201人

特別支援学校

44,475人

特別支援学校
21,290人

特別支援学級
23,600人

特別支援学級
77,112人

特別支援学校
30,374人

平成５年度 平成３０年度

４．１倍

0.17
%

0.70
%

小学校 中学校

平成５年度 平成３０年度

２．９倍

3.65

%
1.24
%

学校の管理下における暴力行為の件数

平成９年度 平成３０年度

２６．７倍

小学校

平成９年度 平成３０年度

中学校

18,209 
件

28,089
件

１．５倍

(注) ・国・公・私立学校のデータ
・平成５年度と最新の年度を比較

(注) ・国・公・私立学校のデータ
・調査開始年度と最新の年度を比較

(注)  ・公立学校のデータ
・調査開始年度と最新の年度を比較

67.9

万人

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

（出典）文部科学省「通級による指導実施状況調査」 （出典）文部科学省「学校基本調査」 （出典）文部科学省調べ

平成５年度 平成29年度

８．１倍

11,963人

平成５年度 平成29年度

３５．１倍

96,996
人

11,950
人

(注)・通常の学級に在籍しながら週に１～８単位時間程度、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場で行う教育形態。

・平成18年度から通級による指導の対象にLD及びADHDを加えた。

・小・中学校における通常の学級に在籍する発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒の割合

は、６．５％程度と推計されている。（平成24年文部科学省調査。なお、学級担任を含む複数の教員により判断された

回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。

・調査開始年度と最新の年度を比較

296人

平成11年度 平成30年度

12,383

人

26,092
人

２．１倍

平成11年度 平成30年度

5,250

人

10,213
人

１．９倍

1,304
件

34,867
件

子供をめぐる現状と課題
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グローバル化

■長期滞在者 ■永住者

Society5.0
AI、ビッグデータ、IoT、ロボティクス等の先端技術
が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れ
られ、社会の在り方そのものが大きく変化する
超スマート社会（Society5.0）の到来が予想。

【出典】内閣府総合科学技術・
イノベーション会議ホームページ等より作成

人生100年時代

【出典】平成29年9月11日 人生100年時代構想会議資料4-2 リンダ・グラットン議員提出資料（事務局による日本語訳）より

人口減少
国立社会保障・人口問題研究所の予測では、
少子高齢化の進行により、2040年には
年少人口が1,194万人、
生産年齢人口が5,978万人まで減少。

【出典】1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、
2015年～2065年：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。

■0~14歳（年少人口）
■15~64歳（生産年齢人口）
■65歳以上（老年人口）

３ステージではなくマルチステージの人生

【出典】在留外国人統計（法務省 平成29年6月末） 【出典】海外在留邦人数調査統計（外務省 平成29年要約版）

在留外国人数

133.8万人

在留外国人数、海外在留邦人数ともに増。
社会のあらゆる分野でのつながりが
国境を越えて活性化。

2007年生まれの子どもの
50%が到達すると期待される年齢

世界一の長寿社会を迎え、
教育・雇用・退職後という伝統的
な人生モデルからマルチステージの
モデルへ変化。

海外在留邦人数推移247万人（万人）

（万人）

203万人

（千人）

3,387万人
（26.6％）

7,728万人
（60.8％）

1,595万人
（12.5％）

3,921万人
（35.3％）

5,978万人
（53.9％）

1,194万人
（10.8％）

今後の社会変化の方向
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今後の教育の方向性とは

✔ 自立した人間として主体的に判断し、多様な人と協働しながら新たな価値を創造する人材を育成す
るための、学校における「主体的・対話的で深い学び」の実現

✔ Society5.0の到来に向けた学校におけるＩＣＴ環境整備や遠隔教育の推進

✔ Society5.0に向けた人材育成やイノベーションの創出の基盤となる大学改革

✔ グローバル化の急速な進展に対応した人材の育成

✔ 家庭の経済事情に関わらず誰もが質の高い教育を受けるための教育費負担軽減

Society5.0に求められる力、人材とは

✔ 全ての人に共通して求められる力
文章や情報を正確に読み解き対話する力
科学的に思考・吟味し活用する力
価値を見つけ生み出す感性と力、好奇心・探求力

✔ 新たな社会を牽引する人材
技術革新や価値創造の源となる飛躍知を発見・創造する人材
技術革新と社会課題をつなげ、プラットフォームを創造する人材
様々な分野においてＡＩやデータの力を最大限活用し展開できる人材 等

教育を通じて、生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」の最大化を目指す。

出典「Society5.0に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」

Society5.0に求められる力・人材と今後の教育の方向性
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⑥教育の無償化・負担軽減の推進

②学校における働き方改革の推進
「Society5.0」
「人生100年時代」

「人づくり革命」、「生産性革命」の一環として、
教育を通じて一人一人の「可能性」と「チャンス」の最大化を目指す！

第３期教育振興基本計画（平成３０年６月１５日閣議決定） ※計画期間：平成３０（２０１８）年度－令和４ （２０２２）年度

○ 我が国における今後の教育政策の方向性

初等中等教育

⑤大学改革の推進

社会のニーズへの対応等、高等教育の質向上に向けた一体的な改革を推進する

①Society5.0に対応した大学改革

大学入学者選抜改革、文系・理系にとらわれない新しいリテラシーに対応した教育、工学

系教育改革、専門職大学等の開設

②教育の質の保証

学生が勉学に励み、社会から必要とされる能力を身に付けるための、学修者本位の高等

教育機関としての在り方への転換、学生が身に付けた能力・付加価値の見える化、教育内

容（カリキュラム編成の高度化等）や教育方法等の改善（学修時間の確保と把握等）

③大学の基盤強化、連携・統合

多様な人的資源の活用、国立大学の経営力強化、私立大学改革、「地域連携プラット

フォーム（仮称）」の構築とガイドラインの策定

④リカレント教育の拡充

リカレント教育のプログラム開発促進、リカレント教育を受ける機会の拡充、実務家教員の

育成促進

⑤高等教育機関へのアクセス機会の確保

授業料減免及び給付型奨学金の支援対象者・対象額を大幅拡充

高等教育

教育段階横断的取組

具体的施策

社会教育社会教育

④「社会教育」を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくりの推進

人口減少時代において、個人の成長と地域社会の発展の双方に寄与し得る社会教育を、首
長部局やＮＰＯ、大学等との連携の下に推進する

（中央教育審議会「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について（答申）」平成30年12月21日）

○首長部局との連携を効果的に図るため、総合教育会議の活用や、部局間の人事交流を推進

○地域学校協働活動を核にした社会教育と学校教育の一層の連携・協働

○多様な主体による「社会教育士」の取得推奨

○公立社会教育施設（公民館、図書館、博物館）の所管の弾力化 等

家庭の経済事情に左右されることなく、希望する質の高い教育を受けられる社会を目指す

骨太の方針2018（平成30年6月閣議決定）等に基づき、

①３歳から５歳までの子供たちの幼児教育の無償化（2019年(令和元年)10月～実施）

②授業料減免や給付型奨学金の拡充による真に必要な低所得世帯の子供たちへの高等教育の

無償化（2020年(令和2年)4月～実施）

③年収590万円未満世帯を対象とした私立高等学校授業料の実質無償化（2020年(令和2年)4月

～実施）

②学校における働き方改革の推進
質の高い学校教育を維持・発展させるため、教師の業務負担軽減を目指す

○教師でなければならない業務以外の多くの仕事を教師が担っている現状を抜本的に変
え、学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実等を図る

○中教審において、平成31年1月25日に答申を大臣に手交。これを受け、文部科学省として
大臣を本部長とする「学校における働き方改革推進本部」を省内に設置

Society5.0時代の到来を見据え、初等中等教育の現状及び課題を踏まえ、これからの初等中等
教育の在り方について総合的に検討

①新時代に対応した義務教育の在り方 ③増加する外国人児童生徒等への教育の在り方
②新時代に対応した高等学校教育の在り方 ④これからの時代に応じた教師の在り方や教育環境の整備
等

①新時代の学びを支える先端技術活用推進方策

ICTを基盤とした先端技術や教育ビッグデータの効果的な活用により、多様な子供たちを誰
一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを実現

①先端技術の効果的な活用

②教育ビッグデータの効果的な活用

③基盤となるICT環境の整備

③新しい時代の初等中等教育の在り方について（平成31年4月17日中央教育審議会諮問）

我が国の教育の今後の方向性（概要）
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○ 平成３０年１１月に公表した「柴山・学びの革新プラン」を踏まえ、先端技術の活用方策の具体化の検討を実施。教育再生実行会議の議論も踏まえつつ、令
和元年６月２５日に「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策」の最終まとめを公表。

○ ＩＣＴを基盤とした先端技術は、教師の活動を置き換えるものではなく、「子供の力を最大限引き出す」ために教師の役割や子供達の学習を支援・強化していく
ものである。そのために、①遠隔教育をはじめICTを基盤とした先端技術の効果的な活用の在り方と教育ビッグデータの効果的な活用の在り方、②基盤となるICT環境の整
備を強力に推進。

(令和元年５月17日)

(令和元年６月25日)
新時代の学びを支える先端技術活用推進方策（最終まとめ）

① 先端技術の効果的な活用

今後、基本的考え方の実証・精緻化を進め、
「学校現場における先端技術利活用ガイドライン」を策定

③ 基盤となるICT環境の整備

② 教育ビッグデータの効果的な活用

学習指導要領の求める資質・能力を育成、深化し、子供の力を最大限
引き出す効果的な活用の在り方が必要
先端技術の効果的な活用のための基本的考え方を提示

ICTを基盤とした先端技術を活用することで得られる教育
ビッグデータの効果的な収集・蓄積・分析が必要
教育ビッグデータの利活用の在り方の検討が必要
教育ビッグデータの現状・課題と可能性を整理
今後、教育データの標準化と学習履歴（スタディ・ログ）等の
利活用の具体的な在り方の検討

学校のICT環境は、文房具と同様に教育現場において必要不可欠
一方、学校のICT環境が脆弱であること、地域間格差があることは危機的な状況
世界最先端のICT環境の実現に向け、以下 【１】 ～ 【４】 の取組を推進

【１】SINETの初等中等教育への開放 【２】クラウド活用の積極的推
進

【３】安価な環境整備に向けた具体
的モデルの提示

【４】関係者の意識の共有と専門性をもっ
た人材の育成・確保のための取組の推進

初等中等教育の様々な局面で全国
的なネットワーク活用を進め、自治体等
による学校ICT環境整備全般を促進
初等中等教育と高等教育との交流・
連携ネットワーク基盤として機能

技術の進展を踏まえ、クラウドを活用し
た安全・安価・柔軟な環境整備の促進
に向けて、「教育情報セキュリティポリ
シーに関するガイドライン」の改訂

安価な環境整備のモデル例を示すとと
もに、今後、自治体にわかりやすい調
達仕様書例を提供
関係業界に、安価な端末の大量供給
について協力を要請

ICT環境の整備状況、ICT利活用状
況等も含めた更なる「見える化」
ICT活用教育アドバイザーや外部人材
の活用、ICT活用に関する指導者の養
成研修の充実等

教育ビッグデータ

先端技術

学校ICT環境

教育ビッグ
データの収集

教育ビッグデータ
（スタディ・ログ等）

を活用した指導・支援

■新たな学びとそれに対応した教材の充実（全ての小・中・高等学校・特別支援学校等で遠隔教育を活用できるよう推進、スタディ・ログ等を
活用した個別最適化された学びの実現に向けた実証研究の推進等）

■新たな学びの基盤となる環境整備（地財措置が講じられている学校のICT環境整備について、地方公共団体間で差が生じている要因分
析と必要な対応、ICT機器等を費用を低減して調達するためのガイドブックの作成、クラウドサービスの普及を見据えた教育用ネットワーク環
境の在り方の検討等）

教育再生実行会議 第十一次提言

１．遠隔教育の推進による先進的な教育の実現
２．先端技術の導入による教師の授業支援
３．先端技術の活用のための環境整備

Society5.0
時代の教育

先端技術
教
師

(H30.11.22)

我が国の教育の今後の方向性
新時代の学びを支える先端技術のフル活用に向けて
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全学校種 小学校 中学校
義務教育

学校
高等学校

中等教育
学校

特別支援
学校

学校数 33,387 19,331 9,325 80 3,550 31 1,070

児童生徒数 11,673,644 6,310,999 2,982,407 32,957 2,188,420 22,367 136,494

普通教室数 466,670 260,946 108,441 1,489 66,989 638 28,167

教育用コンピュータ台数 2,169,850 1,038,470 570,171 7,822 493,149 5,501 54,737

教育用コンピュータ
1台当たり児童生徒数

5.4人/台 6.1人/台 5.2人/台 4.2人/台 4.4人/台 4.1人/台 2.5人/台

普通教室の
無線LAN整備率

41.0% 43.4% 42.2% 70.0% 29.2% 37.1% 41.2%

（参考）普通教室の
校内LAN整備率

89.9% 89.5% 88.1% 95.8% 93.3% 89.7% 92.5%

インターネット接続率
（30Mbps以上）

93.9% 93.3% 93.4% 88.8% 97.4% 100.0% 97.8%

（参考）インターネット接続率
（100Mbps以上）

70.3% 68.5% 68.1% 67.5% 82.2% 87.1% 82.9%

普通教室の
大型提示装置整備率

52.2% 62.2% 48.7% 67.0% 31.6% 44.4% 22.2%

教員の校務用
コンピュータ整備率

120.5% 116.8% 118.1% 117.7% 135.5% 127.6% 113.9%

統合型校務支援
システム整備率

57.5% 55.5% 55.6% 67.5% 74.8% 61.3% 51.7%

H31年3月1日現在

学校種別 学校における主なＩＣＴ環境の整備状況

出典：平成30年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成31年3月現在）〔確定値〕
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50%

60%

70%

80%

90%

100%

A1 A2 A3 A4 B1 B2 B3 B4 C1 C2 C3 C4 D1 D2 D3 D4

平均86.2% 平均69.7% 平均70.2% 平均80.5%

66.5

77.977.2

62.4

69.4

81.6

65.5

83.1
84.2

75.9
78.7

59.4

83.2

87.9

83.8

90.1

① 大項目A 教材研究・指
導の準備・評価・校務な
どにICTを活用する能力

② 大項目B 授業にＩＣＴを
活用して指導する能力

③ 大項目C 児童生徒のＩＣ
Ｔ活用を指導する能力

④ 大項目D 情報活用の基盤
となる知識や態度につい
て指導する能力

※ 文部科学省「教員のＩＣＴ活用指導力チェックリストの改訂等に関する検討会」において、平成３０年度に取りまとめられた４つの大項目（Ａ～Ｄ）と１６の小項目（Ａ１
～Ｄ４）からなるチェックリストに基づき、全教員が自己評価を行う形で調査を行った。

※ １６の小項目（Ａ１～Ｄ４）ごとに４段階評価を行い、「できる」若しくは「ややできる」と回答した教員の割合を、大項目（Ａ～Ｄ）ごとに平均して算出した値。
※ Ａ１～Ｄ４の各小項目の内容については（参考）教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト（Ｐ．２２）を参照。

出典：平成30年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成31年3月現在）〔確定値〕

教員のＩＣＴ活用指導力の状況 （16小項目別）
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Ｃ 児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力

Ｃ－１
学習活動に必要な，コンピュータなどの基本的な操作技能（文字入力や
ファイル操作など）を児童生徒が身に付けることができるように指導す
る。

４ ３ ２ １

Ｃ－２
児童生徒がコンピュータやインターネットなどを活用して，情報を収集
したり，目的に応じた情報や信頼できる情報を選択したりできるように
指導する。

４ ３ ２ １

Ｃ－３
児童生徒がワープロソフト・表計算ソフト・プレゼンテーションソフト
などを活用して，調べたことや自分の考えを整理したり，文章・表・グ
ラフ・図などに分かりやすくまとめたりすることができるように指導す
る。

４ ３ ２ １

Ｃ－４児童生徒が互いの考えを交換し共有して話合いなどができるように，コ
ンピュータやソフトウェアなどを活用することを指導する。

４ ３ ２ １

Ｄ 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力

Ｄ－１児童生徒が情報社会への参画にあたって自らの行動に責任を持ち，相手
のことを考え，自他の権利を尊重して，ルールやマナーを守って情報を
集めたり発信したりできるように指導する。

４ ３ ２ １

Ｄ－２児童生徒がインターネットなどを利用する際に，反社会的な行為や違法
な行為，ネット犯罪などの危険を適切に回避したり，健康面に留意して
適切に利用したりできるように指導する。

４ ３ ２ １

Ｄ－３児童生徒が情報セキュリティの基本的な知識を身に付け，パスワードを
適切に設定・管理するなど，コンピュータやインターネットを安全に利
用できるように指導する。

４ ３ ２ １

Ｄ－４
児童生徒がコンピュータやインターネットの便利さに気付き，学習に活
用したり，その仕組みを理解したりしようとする意欲が育まれるように
指導する。

４ ３ ２ １

Ａ 教材研究・指導の準備・評価・校務などにＩＣＴを活用する能力

Ａ－１教育効果を上げるために，コンピュータやインターネットなどの利用場
面を計画して活用する。

４ ３ ２ １

Ａ－２
授業で使う教材や校務分掌に必要な資料などを集めたり，保護者・地域
との連携に必要な情報を発信したりするためにインターネットなどを活
用する。

４ ３ ２ １

Ａ－３授業に必要なプリントや提示資料，学級経営や校務分掌に必要な文書や
資料などを作成するために，ワープロソフト，表計算ソフトやプレゼン
テーションソフトなどを活用する。

４ ３ ２ １

Ａ－４学習状況を把握するために児童生徒の作品・レポート・ワークシートな
どをコンピュータなどを活用して記録・整理し，評価に活用する。

４ ３ ２ １

Ｂ 授業にＩＣＴを活用して指導する能力

Ｂ－１児童生徒の興味・関心を高めたり，課題を明確につかませたり，学習内
容を的確にまとめさせたりするために，コンピュータや提示装置などを
活用して資料などを効果的に提示する。

４ ３ ２ １

Ｂ－２児童生徒に互いの意見・考え方・作品などを共有させたり，比較検討さ
せたりするために，コンピュータや提示装置などを活用して児童生徒の
意見などを効果的に提示する。

４ ３ ２ １

Ｂ－３知識の定着や技能の習熟をねらいとして，学習用ソフトウェアなどを活
用して，繰り返し学習する課題や児童生徒一人一人の理解・習熟の程度
に応じた課題などに取り組ませる。

４ ３ ２ １

Ｂ－４グループで話し合って考えをまとめたり，協働してレポート・資料・作
品などを制作したりするなどの学習の際に，コンピュータやソフトウェ
アなどを効果的に活用させる。

４ ３ ２ １

ＩＣＴ環境が整備されていることを前提として、
以下のＡ－１からＤ－４の１６項目について、右欄
の４段階でチェックしてください。

４
で
き
る

３
や
や
で
き
る

２
あ
ま
り
で
き
な
い

１
ほ
と
ん
ど
で
き
な
い

平成30年6月改訂

４
で
き
る

３
や
や
で
き
る

２
あ
ま
り
で
き
な
い

１
ほ
と
ん
ど
で
き
な
い

出典：平成30年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成31年3月現在）〔確定値〕

（参考）教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト
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69.4 
71.4 

72.6 
73.9 

76.1 
78.1 

79.7 
80.9 

82.1 
83.2 84.0 84.8 

52.6 

55.2 
56.4 

58.5 

62.3 

65.1 
67.5 

69.4 
71.4 

73.5 
75.0 

76.6 

56.3 
57.8 58.5 

60.3 

61.5 
62.8 63.7 64.5 65.2 66.2 66.7 67.1 62.7 

65.1 
66.8 

68.6 

71.4 
73.3 

74.8 
76.1 

77.7 
78.9 

80.0 

80.6 

61.8 

65.6 
67.0 

69.4 

72.4 
74.2 

75.5 
77.0 

78.2 
79.4 80.2 

80.2 

50 %

60 %

70 %

80 %

90 %

100 %

H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3

A：教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力

B：授業中にICTを活用して指導する能力

C：児童・生徒のICT活用を指導する能力

D：情報モラルなどを指導する能力

E：校務にICTを活用する能力

※ 全国の公立学校における全教員を対象として、文部科学省「教員のＩＣＴ活用指導力の基準の具体化・明確化に関する検討会」において平成１８年度にとりまとめ
た５つの大項目（Ａ～Ｅ）と１８の小項目（Ａ１～Ｅ２）からなるチェックリストに基づき、全教員が自己評価を行う形で調査を行った。

※ １８の小項目（Ａ１～Ｅ２）ごとに４段階評価を行い、「わりにできる」若しくは「ややできる」と回答した教員の割合を、大項目（Ａ～Ｅ）ごとに平均して算出した値。

A

E

D

B

C

※ 平成３１年３月の調査とは、チェックリストが異なるため単純な比較ができない。

（参考） 教員のＩＣＴ活用指導力の推移

出典：平成30年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成31年3月現在）〔確定値〕 11



47.1%52.9%

受講していない

(54.8%)

403,576 人

（419,023人）

※ １人の教員が複数の研修を受講している場合も、「１人」とカウントする。
※ 平成31年3月末日までの間に受講予定の教員も含む。
※ 「受講していない」には、平成30年度に受講していないが、平成29年度までに研修を受講した教員を含む。

ＩＣＴ活用指導力の各項目

Ａ：教材研究・指導の準備・評価・校務などに

ICTを活用する能力

Ｂ：授業にＩＣＴを活用して指導する能力

Ｃ：児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力

Ｄ：情報活用の基盤となる知識や態度について

指導する能力

平成３０年度中にICT活用指導力の各項目に関する研修を受講した教員の割合

受講した

（45.2%）

359,599 人

（345,250人）

（ ）は前年度の値

ICT活用指導力の各項目に関する研修の受講状況

出典：平成30年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成31年3月現在）〔確定値〕 12



27.1%

26.1%

8.1% (9.3%)

11.4% (14.7%)

10.9%

16.4%

TALIS 2018
・OECD加盟国等48か国・地域が参加（初等教育は15か国・

地域が参加）
・日本では2018年2月～3月に小学校約200校及び中学校

約200校の校長、教員に対して
質問紙調査を実施

73.0%

24.5%

85.2% (80.6%)

12.4% (13.3%)

86.8%

16.5%
教室内はとても
騒々しい

児童生徒は良好な
学習の雰囲気を創
り出そうとしている

学級において規律が整っており、良好な学習の雰囲気がある。

日本の小中学校教員の回答は、学級における規律や学習の雰囲気についてよい結果を示しており、中学校
教員において、前回2013年調査と比べて一層よい結果となっている。

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善やICT活用の取組等が十分でない。

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善や探究的な学習に関わる指導実践に
ついて、頻繁に行う日本の中学校教員の割合は前回2013年調査と比べて増えているが
依然として低い。
生徒にICTを活用させることについて、頻繁に行う日本の中学校教員の割合は前回2013
年調査と比べて増えているが依然として低い。
児童生徒の自己肯定感や学習意欲を高めることに対して高い自己効力感を持つ日本の
小中学校教員の割合は低い。

授業を始める際、児童生徒が
静かになるまでかなり待つ

児童生徒が授業を
妨害する

日本（小学校）

参加国平均（中学校）

日本（中学校）
（括弧内は前回2013年調査）

教員の仕事時間は参加国中で最も長く、人材不足感も大きい。

日本の小中学校教員の１週間当たりの仕事時間は最長。
前回2013年調査と同様に、中学校の課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が特に
長い。一方、日本の小中学校教員が職能開発活動に使った時間は、参加国中で最短。
質の高い指導を行う上で、支援職員の不足や、特別な支援を要する児童生徒への指導
能力を持つ教員の不足を指摘する日本の小中学校校長が多い。一方、教材の不足につ
いては指摘が少ない。

54.4h

23.0h

0.6h

5.2h

8.6h

0.7h

56.0h 
(53.9h)

18.0h (17.7h)

7.5h (7.7h)

5.6h (5.5h)

8.5h (8.7h)

0.6h 

38.3h

20.3h

1.9h

2.7h

6.8h

2.0h

仕事時間の合計

授業時間

課外活動

事務業務

授業計画
準備

職能開発

＜教員の１週間あたりの仕事時間＞

＜学校における教育資源の不足感（校長）＞

55.8%

40.3%

38.3%

4.2%

46.3%

43.6%

49.1%

3.0%

30.8%

31.2%

23.6%

15.6%

支援職員

特別な支援を要する
児童生徒への指導能
力を持つ教員

児童生徒と過ごす
時間

教材・教科書

＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞ 56.1%

55.6%

15.2%

24.4%

44.4% (32.5%)

53.9% (50.9%)

16.1% 

17.9% (9.9%)

52.7%

76.7%

37.5%

51.3%

児童生徒を少人数のグループ
に分け、問題解決をさせる

知識が役立つことを示すため、
日常生活や仕事での問題を引
き合いに出す

明らかな解決法が存在しない
課題を提示する

児童生徒に課題や学級での活
動にICTを活用させる

＜高い自己効力感を持つ教員の割合＞
41.4%

41.2%

22.8%

38.5%

34.7%

33.9%

30.6%

24.5%

35.0%

24.1%

82.8%

72.0%

82.2%

66.7%

86.3%

児童生徒が学習の
価値を見出せるよう手助けする

勉強にあまり関心を示さない児童
生徒に動機付けをする

児童生徒の批判的思考を促す

デジタル技術の利用によって児童
生徒の学習を支援する

児童生徒に勉強ができると自信を
持たせる

＜学級の規律と学習の雰囲気＞

参加国中で
最長

我が国の教員の現状と課題 – TALIS 2018結果より –
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我が国の学校数等に関する
基本データ
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S29年13,773

S32年26,988

0

0.5

1

1.5

2

2.5

S28 31 34 37 40 43 46 49 52 55 58 61 H1 4 7 10 13 16 19 22 25 28 R1

万校

小学校

幼稚園

中学校

高校

特別支援学校
中等教育学校 54校

小学校 19,738校

幼稚園 10,070校

中学校 10,222校

高校 4,887校

特別支援学校 1,146校

S60年15,220校

S63年5,512校

（国公私立の合計数）

出典：文部科学省「学校基本統計（令和元年度）」

中等教育学校

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計

学校数 【推移】

S32年26,988校

S29年13,773校
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万人

小学校

中学校

特別支援学校 14.4万人

S33年1349万人

H元年564万人

高校 幼稚園

特別支援学校

幼稚園114.6万人

高校 316.8万人

小学校636.9万人

S37年733万人

Ｓ53年250万人

（国公私立の合計数）

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計

中学校321.8万人

出典：文部科学省「学校基本統計（令和元年度）」

児童生徒数 【推移】
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万人

小学校

中学校

S57年47.5万人

高校

幼稚園

特別支援学校

S62年29.2万人

H3年28.6万人

H19年11.1万人

中学校 24.7万人

高校 23.1万人

幼稚園 9.4万人

小学校 42.2万人

特別支援学校 8.5万人

（国公私立の合計数）

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計 出典：文部科学省「学校基本統計（令和元年度）」

年度

教員数 【推移】
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35,186 

34,548 

32,301 

29,012 
14,882,687 

11,655,753 

10,301,213 

9,295,956 

7,000,000

9,000,000

11,000,000

13,000,000

15,000,000

17,000,000

25,000

27,000

29,000

31,000

33,000

35,000

37,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

公立小中学校数と児童生徒数の推移

(年度)

（校数） （人）

○ 過去10年間で公立小中学校の学校数は10.2％（3,289校）減少。

○ 過去10年間で公立小中学校の児童生徒数は9.8％（1,005,257人）減少。

○ １市町村に１小学校１中学校等という市町村は232（13.3％）ある。

出典：文部科学省 学校基本統計

平成元年

平成10年

平成20年

平成30年平成元年

平成10年

平成20年

平成30年

公立小中学校数と児童生徒数の推移（Ｈ１～Ｈ３０）
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6624
5510

4987
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5015
4586

4538
4622
4824

4676
4557

4217
4057

4167
4288
4265
4392
4647

4760
5023
5078
5198
5286

5646
5807

5327
4974

4285
3680

2772
1830

65
3
0

14
5435

5532
5844
6908

7266
7137

6436
6361

5528
4399

4510
4173

3746
4050

4348
4418

4134
3985

3761
3578

3399
3380
3091

3082
2856

2884
2937
2828
2794
2886

3117
3033

2829
2489

2220
1886

1305
848

0
0
0

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

61歳以上
60歳(2017年度退職）
59歳(2018年度退職）
58歳(2019年度退職）
57歳(2020年度退職）
56歳(2021年度退職）
55歳(2022年度退職）
54歳(2023年度退職）
53歳(2024年度退職）
52歳(2025年度退職）
51歳(2026年度退職）
50歳(2027年度退職）
49歳(2028年度退職）
48歳(2029年度退職）
47歳(2030年度退職）
46歳(2031年度退職）
45歳(2032年度退職）
44歳(2033年度退職）
43歳(2034年度退職）
42歳(2035年度退職）
41歳(2036年度退職）
40歳(2037年度退職）
39歳(2038年度退職）
38歳(2039年度退職）
37歳(2040年度退職）
36歳(2041年度退職）
35歳(2042年度退職）
34歳(2043年度退職）
33歳(2044年度退職）
32歳(2045年度退職）
31歳(2046年度退職）
30歳(2047年度退職）
29歳(2048年度退職）
28歳(2049年度退職）
27歳(2050年度退職）
26歳(2051年度退職）
25歳(2052年度退職）
24歳(2053年度退職）
23歳(2054年度退職）
22歳(2055年度退職）
21歳(2056年度退職）
20歳(2057年度退職）

小学校

中学校

高等学校

【小学校】 336,706人 42.6歳
【中学校】 195,167人 43.4歳

【高校】 149,427人 45.5歳
【合計】 681,300人 43.4歳

※平成29年5月1日現在で在職する正規教員の数（校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭，講師（非常勤講師を除く。））
※年齢は、平成29年度末時点 ※文部科学省調べ

50歳以上
25.6万人
（37.6%）

40～49歳
15.8万人
（23.2%）

30～39歳
16.6万人
（24.4%）

20～29歳
10.1万人
（14.8%）

公立学校年齢別教員数（平成29年度）
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大学等における教員養成に関する
基礎データ

20



学 部

大学院（修士課程）

大学数

入 学 定 員

合 計教員養成課程 新課程

４４
(うち単科大学11) １１，１９７ １，５１８ １２，７１５

注）新課程：教員就職率の低下に伴い，昭和６２年度から教員
養成課程の一部を，教員以外の職業分野の人材や高い教養
と柔軟な思考力を身につけた人材を養成することを目的とした
課程として改組したもの。

設 置
大学数

研究科数 専攻数 入学定員

３７ ５２ １１４ １，８４８

教職大学院（専門職学位課程）

１．課程認定数

２．国立教員養成系大学・学部の現状（令和元年度）

大学 短期大学 大学院

国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

大学等数 82 90 588 760 0 18 316 334 86 82 464 632 

課程認定を有する
大学等数

76 62 474 612 0 8 228 236 78 40 313 431 

割合 92.7% 68.9% 80.6% 80.5% 0.0% 44.4% 72.2% 70.7% 90.7% 48.8% 67.5% 68.2%

（平成３０年４月1日現在）

区分 設置大学数 入学定員

国立 ４７ １，８４９

私立 ７ ２０５

合計 ５４ ２，０５４

出典：文部科学省調べ

大学等における教員養成の現状
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出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

教員分野に係る大学等の設置
又は収容定員増に関する
抑制方針の撤廃
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小学校教諭一種免許状の認定課程を有する大学数の推移
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出典：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」

（人）

公立学校教員採用数の推移
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出典：令和元年度公立学校教員採用選考試験の実施状況
（令和元年12月文部科学省総合教育政策局教育人材政策課）
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教員採用試験の受験者と採用者の状況
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公立学校教員採用選考試験の倍率の推移
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地域別公立小中高等学校教員採用数の推移
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教員養成大学卒

大学院修了

出典：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」

公立学校教員採用試験における学歴別採用者の状況
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№ 大学名 学部 大学院 合計

１ 北海道教育大学 1,185 180 1,365
２ 東京学芸大学 1,010 319 1,329
３ 大阪教育大学 900 211 1,111
４ 愛知教育大学 865 150 1,015
５ 福岡教育大学 615 80 695
６ 兵庫教育大学 160 300 460
７ 上越教育大学 160 300 460
８ 京都教育大学 300 117 417
９ 宮城教育大学 345 57 402

１０ 鳴門教育大学 100 300 400
１１ 奈良教育大学 255 70 325

№ 大学名 学部 大学院 合計

１ 北海道教育大学 351 28 379
２ 東京学芸大学 308 20 328
３ 大阪教育大学 244 15 259
４ 愛知教育大学 200 14 214
５ 福岡教育大学 145 17 162
６ 兵庫教育大学 - 157 157
７ 上越教育大学 13 134 147
８ 鳴門教育大学 - 134 134
９ 京都教育大学 106 22 128

１０ 宮城教育大学 90 14 104
１１ 奈良教育大学 83 17 100

１．学生定員（降順） （令和元年度） ２．教員数（降順） （平成30年度）

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

教員養成単科大学の規模
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出典：文部科学省「国立の教員養成大学・学部及び国私立の教職大学院の平成31年3月卒業者及び修了者の就職状況等について」

※1 卒業者数から大学院等への進学者と保育士への就職者を除いた数を母数とした場合の教員就職率を指す。
※2 「正規採用」は、国公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小、中、高等、中等教育、特別支援学校の常勤教員（養護教諭及び栄養教諭を含む）として就職した者を指す。
※3 「臨時的任用」は、１年以内の期限付きの教員や病休、産休、育児休業などの代替教員等として臨時的に任用（採用）された者を指す。
※4 「その他」は、主に大学院等進学者や教員・保育士以外への就職者等を指す。

国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者の教員就職状況
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出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（人）

国私立の教職大学院の入学者数及び入学定員充足率の推移
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※1  教職大学院修了者のうち、現職教員学生を除いた場合の教員就職率を指す。
※2 「正規採用」は、国公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小、中、高等、中等教育、特別支援学校の常勤教員（養護教諭及び栄養教諭を含む）として就職した者を指す。
※3 「臨時的任用」は、１年以内の期限付きの教員や病休、産休、育児休業などの代替教員等として臨時的に任用（採用）された者を指す。
※4 「その他」は、主に大学院等進学者や教員・保育士以外への就職者等を指す。

教職大学院修了者の教員就職状況

現職教員学生を
除く修了者数
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■「教科に関する科目（大学レベルの学問的・専門的内容）」、
「教職に関する科目（児童生徒への指導法等）」等の科目区分を統合

必要単位数が法律に規定されており、新たな教育課題が生じても
速やかな単位数の変更が困難

教員養成に関する課題

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

（改正前） （改正後）

免許法改正のイメージ（小学校教諭１種免許状の場合）

教科に関する科目 〇単位

教科及び教職に関する科目 〇単位教職に関する科目 〇単位

教科又は教職に関する科目 〇単位

教員養成に関する近年の政策動向①
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学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応した
教職課程になっていない

教員養成に関する課題

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

教職課程に新たに加える内容の例

・特別支援教育の充実 総合的な学習の時間の指導法 ・学校体験活動
・アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善 ・ICTを用いた指導法
・外国語教育の充実 ・チーム学校への対応 ・学校安全への対応
・学校と地域との連携 ・道徳教育の充実 ・キャリア教育 等

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できるよう、
教職課程の内容を充実。

■あわせて、省令上の科目区分も大括り化し、大学の判断で、 教科に関する
専門的な内容とその指導法等の複数の事項の内容を組み合わせた授業を
行うことを可能に。

教員養成に関する近年の政策動向②
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大学教員の研究的関心に偏った授業が展開される傾向があり、
教員として必要な学修が行われていない

教員養成に関する課題

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

■教育職員免許法及び同施行規則に基づき全国すべての大学の
教職課程で共通的に修得すべき資質能力を明確化。

■大学（養成）、教育委員会等（採用・研修）、文部科学省（行政）等の
関係者が活用することにより全国的な教員の資質能力の水準向上。

全体目標
教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学問と
を関連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標
学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を作成
できる。
模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

教員養成に関する近年の政策動向③

39



〇大学における教員養成の下、学芸的側面が過度に強調されたり、担当教員の関心に基づいた授業が展開
〇学校現場の課題が複雑・多様化する中、教員養成課程において、実践的指導力や課題への対応力の修得が不可欠

〇すべての大学の教職課程で共通的に修得すべき資質能力を明確化することで教員養成の全国的な水準を確保

作成の背景・目的

全ての大学の教職課程で
共通的に修得する教育内容

＝教職課程コアカリキュラム

地域や採用者の
ニーズに対応した

教育内容

大学の自主性や
独自性を発揮する

教育内容

事項例 到達目標（一部抜粋）

各教科の指導法
・学習指導要領における当該教科の目標及び主な内容並びに全体構造を理解している。
・学習指導案の構造を理解し、具体的な授業を想定した授業設計と学習指導案を作成する
ことができる。

特別の支援を必要と
する幼児、児童及
び生徒に対する理

解

・発達障害を含む特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の障害並びにそれに伴う
困難の特性を例示することができる。
・「通級による指導」及び「自立活動」の教育課程上の位置付け並びに内容を理解している。

道徳の理論及び指
導法

・道徳教育の歴史及び現代社会における道徳教育の課題（いじめ及び情報モラル等）を理
解している。
・学校における道徳教育の指導計画及び教育活動全体を通じた指導の必要性を理解して
いる。

教育実習
（学校体験活動）

・教育実習生として遵守すべき義務等について理解し、その責任を自覚したうえで意欲的に
教育実習に参加することができる。
・学習指導要領並びに児童及び生徒の実態等を踏まえた適切な学習指導案を作成し、授
業を実践することができる。

【大学関係者】
・コアカリキュラムの内容を踏まえて教職課程を編成

・シラバスを作成する際や授業等を実施する際に、学生が
コアカリキュラムの内容を修得できるよう授業を設計・実施

※現行の「教職に関する科目」について作成。「教科に関する科目」についても今後順次整備。

【採用者（教育委員会関係
者、学校法人関係者）】

・コアカリキュラムの内容を踏
まえた教員採用選考を実施

【国（文部科学省）】

・教職課程の審査・認定
及び実地視察において
コアカリキュラムを活用

教職課程における位置づけ

活用方法

教員を養成する大学、教員を採用・研修する教育委員会等、教育制度を所管する文部科学省等の各関係者が認識を
共有して取組を推進

各大学においては、コアカリキュラム・地域のニーズ・大学の独自性等を踏まえて、体系的な教職課程を編成

教職課程コアカリキュラム＜概要＞
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教員免許・教員研修に関する
基礎資料
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教員は、教育職員免許法により授与される各相当の免許状を
有する者でなければならない（免許法第３条第１項）。

１．免許状主義と開放制の原則

免許状主義

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大学とがそ
れぞれの特色を発揮しつつ行っている。

開放制の原則

① 普通免許状
（有効期間１０年）

② 特別免許状
（有効期間１０年）

③ 臨時免許状
（有効期限３年）

それぞれ学校種別 （ 中学校・高等学校については教科別 ） ※詳細は別紙

○ 授与権者：都道府県教育委員会

○ 免許状の有効範囲

・普通免許状 ： 全ての都道府県

・特別免許状 授与を受けた
都道府県内

・臨時免許状

専修免許状（修士課程修了程度）

一種免許状（大学卒業程度）

二種免許状（短大卒業程度）

２．免許状の種類

教員養成・免許制度について①
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① 「大学における養成」が基本。

② 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験を積み、大学等で所要単位を修得した者に、上位免許状を授与する途を
開いている。

学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒教科及び教職に関する科目

普通免許状 Ｈ２９年度授与件数： ２０６，１８３件

（内訳） 専修免許状： １２，９７９件 一種免許状：１４６，３０９件 二種免許状： ４６，８９５件

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、例外的に
授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件

都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え
入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格により
授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること
② 社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見

を有すること

特別免許状 臨時免許状Ｈ２９年度授与件数： １６９件

（平成元～Ｈ２９年度総授与件数：１，２７０件）

多様な専門的知識・経験を有する人を教科の学習に迎え入れ

ることにより、学校教育の多様化への対応や活性化を図るこ

とを目的とした制度。教員免許状を有しない非常勤講師が、教

科の領域の一部を担任することが可能（任命・雇用する者が、

あらかじめ都道府県教育委員会に届出をすることが必要）。

① 特別非常勤講師

中学校、高等学校、中等教育学校の前期課程・後期課程、特別支援学校
の中学部・高等部において、相当の免許状を所有する者を教科担任とし
て採用することができない場合に、校内の他の教科の教員免許状を所有
する教諭等（講師は不可）が、１年に限り、免許外の教科の担任をするこ
とが可能

（校長及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが

必要）。

②免許外教科担任制度

３．免許状主義の例外

Ｈ２９年度授与件数：８，５０１件
（前年度８，４０５件）

Ｈ２９年度届出件数：２０，３７６件
（前年度２０，７７１件）

Ｈ２９年度許可件数（中・高）：１０，７０３件
（前年度１０，９５１件）

教員養成・免許制度について②
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区分

普通免許状
特別

免許状

臨時

免許状
合計専修

免許状
一種

免許状
二種

免許状
小 計

幼稚園 ２６４ １８，３１６ ３２，３１２ ５０，８９２ ２０８ ５１，１００

小学校 １，７０１ ２３，３３７ ３，７５６ ２８，７９４ １２ ３，４２６ ３２，２３２

中学校 ４，７４０ ４１，５１９ ２，１７６ ４８，４３５ ４２ １，８９５ ５０，３７２

高等学校 ５，９０１ ５４，０２０ ５９，９２１ １０５ ２，２８９ ６２，３１５

特別支援
学校

２６５ ５，０２３ ６，８４４ １２，１３２ ５６３ １２，６９５

養護教諭 ９６ ２，８６１ １，０９６ ４，０５３ １１３ ４，１６６

栄養教諭 １２ １，１８９ ７０８ １，９０９ １，９０９

特別支援学校
自立教科等

４４ ３ ４７ １０ ７ ６４

合計 １２，９７９ １４６，３０９ ４６，８９５ ２０６，１８３ １６９ ８，５０１ ２１４，８５３

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（平成２９年度）

※平成２９年度に授与権者（都道府県教育委員会）から授与された免許状の数

教員免許状の授与件数
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〇中学校教諭普通免許状の教科別授与件数（平成29年度）

〇高等学校教諭普通免許状の教科別授与件数（平成29年度）

国語 社会 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

保健 技術 家庭 外国語 宗教 その他

5,927 8,201 5,150 5,303 3,069 1,898 9,140 474 614 1,534 6,984 108 33

(注) その他には、職業、職業指導、職業実習を含む。

国語
地理
歴史

公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道
保健
体育

保健 看護 家庭 情報 農業 工業

5,655 6,434 6,530 5,598 7,022 3,056 1,892 417 708 9,518 481 100 1,370 1,300 406 1,692

商業 水産 福祉
外国
語

宗教
その
他

617 75 217 6,642 116 75

(注) その他には、看護実習、家庭実習、情報実習、農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、福祉実習、商船、商船実習、職業指導を含む。

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

普通免許状の授与件数（中・高 教科別）
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●学校経営力の育成を目的とする研修

1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

中堅教員研修

副校長・教頭等研修

●研修指導者の養成等を目的とする研修

学校のマネジメントの推進や生徒指導、グローバル化に対応する研修等

●法定研修（原則として全教員が対象のもの）

●教職経験に応じた研修

●指導が不適切な教員に対する研修

初任者研修 中堅教諭等資質向上研修

５年経験者研修 ２０年経験者研修

指導改善研修

●職能に応じた研修
生徒指導主任研修など

新任教務主任研修など

教頭・副校長・校長研修など

●専門的な知識・技能に関する研修

教科指導、生徒指導等に関する専門的研修

●長期派遣研修

大学院・民間企業等への長期派遣研修

都
道
府
県
教
委
等
が
実
施
す
る
研
修

(

公
立
学
校
の
教
員
に
係
る
も
の)

国
レ
ベ
ル
の
研
修

（独
）教
職
員
支
援
機
構
で
実
施

校長研修

・・・法律で実施することが定められている研修

教員研修の実施体系
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（単位：日）

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

全 体 23.3 23.4 24.1 23.5 

（単位：教委）

校長 副校長・教頭 主幹教諭 指導教諭

全 体 108 109 64 28

(115教委) (93.9%) (94.8%) (55.7%) (24.3%)

（単位：日）

校長 副校長・教頭 主幹教諭 指導教諭

全 体 4.1 4.3 2.2 1.9 

初任者研修

（単位：時間）

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

週当たりの指導時間 7.9 7.9 8.1 8.0

初任者１人にかける１週間当たりの校内研修の指導時間（平均）

（単位：日）

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

年間実施日数 18.8 18.8 18.5 18.8

初任者１人にかける校外研修の年間指導日数（平均）

中堅教諭等資質向上研修

中堅教諭等資質向上研修の年間実施日数（平均）

教職経験者研修

実施教育委員会数

（単位：日）

2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 15年目 20年目

小学校 5.5 4.3 3.2 4.6 4.7 3.9 5.8 3.0 2.6 2.7 

中学校 5.5 4.2 3.1 4.3 4.7 4.0 6.1 3.0 2.5 2.6 

高等学校 5.2 4.2 3.3 4.6 4.9 5.2 8.5 3.3 2.3 1.5 

特別支援学校 5.5 4.2 2.9 4.1 5.1 5.0 8.5 3.3 2.0 2.0 

実施平均日数

職階研修

実施平均日数

実施教育委員会数

大学院等派遣研修

実施教育委員会数

（単位：人）

派遣人数

教諭等

養護
教諭

栄養
教諭

合計小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

管理職等 教諭等 管理職等 教諭等 管理職等 教諭等 管理職等 教諭等

大学院 2 382 1 225 1 121 0 59 12 0 803 

教職大学院 2 299 1 170 0 77 0 31 4 0 584 

教育学研究科 0 76 0 53 1 37 0 27 8 0 202 

その他の研究科 0 7 0 2 0 7 0 1 0 0 17 

大学専攻科 0 41 0 9 0 1 0 11 0 0 62 

大学 0 76 0 48 0 26 0 15 5 0 170 

教員養成系学部 0 46 0 35 0 8 0 7 3 0 99 

その他の学部 0 30 0 13 0 18 0 8 2 0 71 

合計 2 499 1 282 1 148 0 85 17 0 1,035 

各学校種別の派遣者数

以上、平成29年度における教員研修実施状況調査より

（単位：教委）

都道府県 47

(47教委) (100%)

指定都市 20

(20教委) (100%)

（単位：教委）

2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 15年目 20年目

小学校 97 79 25 40 65 9 8 5 16 16

中学校 97 79 27 39 63 8 7 4 17 17

高等学校 56 43 11 16 40 5 4 3 7 2

特別支援学校 52 42 11 22 38 5 4 3 9 3

（参考）一人当たりの研修時間

（平成28年度）

小学校 中学校

校内研修 0:13 0:06

校務としての研修 0:13 0:12

教員勤務実態調査より

（平成18年度）（夏季休業期）

小学校 中学校

校内研修 0:33 0:17

校務としての研修 1:12 0:50

※教諭の平日（勤務日）における１日当たりの学内勤務時間（持ち帰り時間は含まない。）

（時間：分）

教職員研修の実施状況
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教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に最新の知識技能を身に付けることで、教員が自信と誇りを持って教壇に
立ち、社会の尊敬と信頼を得ることを目的とし、第一次安倍内閣の教育再生会議の提言を受けて、平成２１年４月から施行。

Ⅰ．制度の目的

○２年間で３０時間以上の免許状更新講習を受講・修了し、都道府県教育委員会に申請して手続を行うことが必要。

○平成２１年３月３１日までに授与された免許状（旧免許状）：有効期間なし

・現職教員には、１０年ごとに免許状更新講習を受講する義務があり、受講しない場合には免許状は失効する。

・現職教員ではない者が所定の期限を過ぎた場合には、免許状更新講習を受講した後でなければ教育職員になることはでき
ない。

○平成２１年４月１日以降に授与された免許状（新免許状）：有効期間１０年
更新手続を行わないまま有効期間を経過すると失効する。

Ⅱ．制度の概要

（１）開設者
・大学
・都道府県等の教育委員会 など

（２）内容

①必修領域（６時間）
受講者は、国の教育政策など、省令に定められた全ての事項を受講

②選択必修領域（６時間） ※平成２８年４月１日から導入
受講者は、英語教育や教育の情報化など、省令に定められた事項から自己の興味関心等に応じて選択して受講

③選択領域（１８時間）
受講者は、大学等が自由に開設する講習の中から任意に選択して受講

Ⅲ．免許状更新講習

例年約９万人が免許状を
更新している

教員免許更新制について
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協議会の協議において、資質の向上に関する指標の策定を行うとともに、指標を踏まえつつ、各種研修、免許状更新講習、
履修証明プログラム、教職大学院コースをそれぞれ単位化し、それらの積み上げによって履修証明や専修免許状を授与す
る取り組みの推進を図り、学び続ける教員の具現化を図る。

初任者研修

中堅教諭等
資質向上研修

各種年次研修
教職大学院等

ミドルリーダーコース等

免許状更新講習

大学等による教員養成

履修証明プログラム

教職大学院等
管理職コース等

学
び
の
蓄
積
（学
び
ポ
イ
ン
ト
）

資
質
の
向
上
に
関
す
る
指
標

協議会

履
修
証
明
・専
修
免
許
状
の
授
与

管理職研修

協議会が認める
校内研修プログラム

教員研修計画

免許状更新講習

教育委員会 大学連携協力

積み上げによる専
修免許状授与の

例

初任研（○単位）
＋

中堅教諭等資質
向上研修（○単位）

＋
ミドルリーダー

コース（○単位）
＋

免許状更新講習
（○単位）

＋
履修証明プログラム

（○単位）
↓

合計１５単位
↓

専修免許状

一体的な改革

教
職
大
学
院
等

学び続ける教員を支えるキャリアシステム（イメージ）
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その他 参考資料
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平成２９年４月、国立大学法人法の改正により、我が国の大学における教育研究水準の著しい向上とイノベーション創出を図るため、文部科学大臣が
世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれる国立大学法人を「指定国立大学法人」として指定することができる制度を創設。

１．制度の趣旨１．制度の趣旨

＜指定国立大学法人に関する特例＞

○ 研究成果の活用促進のための出資対象範囲の拡大
（コンサルティング会社等への出資）

○ 役職員の報酬・給与等の基準の設定における国際的に卓越した
人材確保の必要性の考慮

○ 余裕金の運用の認定特例（文部科学大臣の認定不要）

※今後も法人の要望の状況に応じて規制緩和を検討予定

２．指定国立大学法人とは２．指定国立大学法人とは ３．審査経過及び指定の状況３．審査経過及び指定の状況

第３期中期目標期間における指定国立大学法人の審査は、外国人有
識者を含む外部有識者からなる委員会（国立大学法人評価委員会国立
大学法人分科会指定国立大学法人部会）が書面審査、ヒアリング審査
及び現地視察を実施。文部科学大臣は国立大学法人評価委員会の意見
を聴いて指定。

【指定国立大学法人】
国立大学法人東北大学（平成２９年６月３０日指定）
国立大学法人東京大学（平成２９年６月３０日指定）
国立大学法人京都大学（平成２９年６月３０日指定）
国立大学法人東京工業大学（平成３０年３月２０日指定）
国立大学法人名古屋大学（平成３０年３月２０日指定）
国立大学法人大阪大学（平成３０年１０月２３日指定）

※国立大学法人一橋大学については、指定候補として、引き続き構想の充実・高度化を

求めている。（条件が整った場合には、再度の審査を予定。）

【審査経過】
平成28年 ・公募開始（11/30）
平成29年 ・申請〆切（3/31）

・指定国立大学法人部会による審査
（ヒアリング審査及び現地視察：5/27～6/2）

・文部科学大臣による指定（東北・東京・京都）及び
指定候補（東京工業・一橋・名古屋・大阪）への構想の
充実・高度化の要請（6/30）

＜指定の条件＞
指定国立大学法人は、国内の競争環境の枠組みから出て、国際的な競

争環境の中で、世界の有力大学と伍していく必要があるため、「研究
力」、「社会との連携」、「国際協働」の３つの領域において、既に国
内最高水準に位置していることを申請の要件として設定。

以下の項目を申請に当たって確認

【研究力】
・科学研究費助成事業の新規採択件数
・Q 値（論文に占めるトップ10%補正論文数の割合）

【社会との連携】
・受託・共同研究収益の割合
・寄附金収益の割合
・特許権実施等収入の割合

【国際協働】
・国際共著論文比率
・留学生及び日本人派遣学生の割合（学部・大学院）

指定国立大学法人制度について
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法人の長

大学の長

国
立
大
学

国
立
大
学
法
人

「学長」

法改正

一法人二大学の場合

法人の長

法人の長

大学の長 大学の長

大学の長 大学の長

「大学総括理事」

一法人一大学の場合

法人の長

大学の長

法人の長

大学の長
「大学総括理事」

「大学総括理事」

A

B

C

D

「学長」

「理事長」

「学長」

「理事長」

国立大学法人の判断で、以下の体制を選択できるような仕組みを設ける
▪一つの国立大学法人が複数の大学を設置することができる
▪大学の長を分担して置くことができる 【第10条第３項等】

現行は、国立大学法人法上
法人の長と大学の長を兼ねる
「学長」を置く体制のみ

▮大学の長：法人が設置する大学の校務（学校教育法に規定）をつかさどる者▮法人の長：法人を代表する者
国立大学法人法上は、「法人の長」と「大学の長」を兼ねる者⇒「学長」 ／ 「大学の長」を兼ねない「法人の長」⇒「理事長」と整理
学校教育法上は、「大学の長」⇒「学長」

※実際の運用においては、混乱や誤解が生じない範囲で、「理事長」や「機構長」等の呼称を各国立大学法人において用いることも考えられる

※現行

現行

国立大学法人法の一部改正
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A大学
の長

B大学
の長

経営協議会

学長選考
会議

学外者委員同数

学内者委員同数

文部科学大臣

国立大学法人

A国立大学 B国立大学
A大学

教育研究評議会

B大学
教育研究評議会

〔理事長〕

役員会

✔ 大学の長は
大学総括理事として参画

【第10条関係】

理事

議
長
は
各
大
学
の
長

（
大
学
総
括
理
事
）

理
事
長
は
構
成
員

議
長
は

理
事
長

法人から
理事長候補者を申出 任命

大学総括理
事

副学長等教員

任命

副学長等教員

※① ※①
※② ※②

任命
※①：大学の長（大学総括理事）は、学長選考会議の意見を聴き、かつ、

法人の申出に基づいて文部科学大臣が承認をしたうえで、理事長が任命する。
※②：大学の副学長等の教員は、当該大学の長（大学総括理事）の申出に

基づいて、理事長が任命する。

監
事

監
事

複数の大学を置き、全ての大学に法人の長とは別に大学の長を置く場合

学外理事

✔ 学外理事を複数義務化
【第14条第２項関係】

各
大
学
の
長

(

大
学
総
括
理
事)

は
構
成
員

【第13条の２等】
【第20条】

【第21条】
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それぞれの地域において、高等教育機関が産業界や地方公共団体を巻き込んで、それぞれの将来像が議論されていない。

国公私立の設置者の枠を越えた大学の連携が進まない。

「地域連携プラットフォーム（仮称）」において議論すべき事項について、「ガイドライン」の策定を検討。

「地域連携プラットフォーム（仮称）」の在り方の一つとして、国公私立の枠を越えた連携を可能とする「大学等連携推進法人（仮称）」の制度の創設
を検討。（※定員割れや赤字経営の大学の救済とならないよう留意。）

地域ごとの大学進学率・進学者数等の将来推計

地域ごとの特性や産業構造等を踏まえた将来の人材
ニーズの見込み

将来の人材ニーズに対応した、大学等の規模・分野・配
置の在り方（国公私立の役割分担、私立大学の公立化
の是非の検討等を含む。）

国公私の枠組みを超えた連携・統合の可能性

卒業生の地元定着を促進するための教育プログラムや
産業界とのマッチング

18歳学生だけではない多様な学生の受入れ

地域の教育、研究、文化拠点としての役割 等

地域ごとの大学進学率・進学者数等の将来推計

地域ごとの特性や産業構造等を踏まえた将来の人材
ニーズの見込み

将来の人材ニーズに対応した、大学等の規模・分野・配
置の在り方（国公私立の役割分担、私立大学の公立化
の是非の検討等を含む。）

国公私の枠組みを超えた連携・統合の可能性

卒業生の地元定着を促進するための教育プログラムや
産業界とのマッチング

18歳学生だけではない多様な学生の受入れ

地域の教育、研究、文化拠点としての役割 等

大学等連携推進法人（仮称）イメージ

（一般社団法人）

○○大学等連携推進法人
文
部
科
学
大
臣

国立大学
法人

学校法人
（私立大学)

公立大学
法人

研究開発
法人

認定

各法人が「社員」として参加

大学等の機能の分担や連携を推進するための方針を決定

社員総会 大学等連携推進評議会意見具申

各大学の強みを活かした連携により、地域における高等教育を強化

参加する大学等の機能の分担及び教育研究や事務の連携を推進

（教養教育における連携や事務の共同実施、教職員の人事交流などを想定）

【現状認識】

【検討の方向性】

≪ガイドラインに盛り込む事項（案）≫≪ガイドラインに盛り込む事項（案）≫

地域連携プラットフォーム（仮称）

大学等

地方公共団体 産業界

国公私を通じた大学の連携・統合等
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研究開発学校について
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